
 

 資料１－１  

 

令和元年度の業務の実績に関する評価（ポイント） 

（林業信用保証業務） 

 

 

◎ 当基金の令和元年度に係る業務の実績に関する主務大

臣の評価結果は以下のとおり。 

 

 

１ 中期目標における所期の目標を達成していると認め

られ、総合評定はＢ。 

 

２ 業務の実施に当たり、理事長のリーダーシップの下、

業務の進捗や予算執行の把握に努め、業務運営の効率化

を図りつつ的確に業務運営が遂行されており、特に重大

な業務運営上の課題は検出されておらず、計画どおり順

調に業務が実施されている。 

 

３ 項目別では、Ａが１項目（農業信用保険業務における

「適切な保険料率・貸付金利の設定」）、Ｂが３１項目、

評価の対象外が７項目。 

   ※ 自己評価においては５項目をＡとした。 
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項目別の実績と評価の概要 

 

① 融資機関等に対する普及推進・利用促進の取組 

・ 制度の普及推進・利用促進に向けた方策・計画を策

定し、精力的かつ戦略的な普及推進・利用促進に取り

組んだ結果、新規・増額案件の引受けが大幅に増加し、

保証引受全体の件数及び金額が増加（件数は 3.7％、金額は

12.1％の増加）。特に、保証引受件数については、ここ数

年減少が続いていたものが増加に反転。 

 

・ 主務大臣の評価はＢ。（自己評価はＡ） 

一定の評価は可能と考えられる一方、保証引受件数の

うち制度資金に係るものの比率は対前年度比で減少

しているため。（Ｈ30:43.6％→Ｒ元:40.8％） 

 

② 適切な保証料率の設定 【重要度：高】 

・ 料率算定委員会において、業務収支から見た保証料

率、政策性を踏まえた保証料率、被保証者の財務状況

に応じた保証料率の３つの観点から保証料率水準を

点検し、現行の保証料率の体系を据え置くことが適当

と判断。 

 

・ 主務大臣の評価はＢ。 
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③ 林業者等の将来性等を考慮した債務保証 

・ 林業者等の将来性等を考慮した債務保証の考え方

について整理するとともに、創業初期の者を対象とし

た非財務情報の検討項目の抽出と判断基準の設定に

関する検討を進めるなど、令和２年度からの試行を開

始するために必要な取組を実施。 

 

・ 主務大臣の評価はＢ。 
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1
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%
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そ
の

他
※

4
0

4
1
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1
.4

%
3
2

4
0
4

1
.4

%
3
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4
4
0

1
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%
3
7

4
7
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1
.7

%
3
7

5
1
1

1
.8

%
4
1

4
5
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1
.4

%

総
　

計
1
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3
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2
9
,3

8
4

1
0
0
.0

%
1
,2

0
3

2
9
,7

7
8

1
0
0
.0

%
1
,1

2
1

2
7
,8

7
9

1
0
0
.0

%
1
,0

4
7

2
7
,2

6
5

1
0
0
.0

%
1
,0

0
8

2
8
,2
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2

1
0
0
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%
1
,0

4
5

3
1
,6

7
2

1
0
0
.0

%

※
　

そ
の

他
は

、
造

林
・
育

林
、

き
の

こ
生

産
な

ど
で

あ
る

。

H
2
6
年

度
H

2
7
年

度
H

2
8
年

度
H

2
9
年

度
R

1
年

度
H

3
0
年

度
資

金
使

途
別

令
和

元
年

度
の

資
金

使
途

別
保

証
実

績
の

う
ち

、
木

材
・

木
製

品
製

造
の

金
額

割
合

は
5
1
.6
％

と
過

半
を

占
め

る
が

、
近

年
、

そ
の

割

合
は
、

減
少

傾
向

に
あ

る
。

一
方

、
素

材
生

産
に

つ
い

て
は

、
人

工
林

が
主

伐
期

を
迎

え
、

国
産

材
の

素
材

生
産

量
が

増
加

し
て

い
る

こ
と

も
あ

り
、

保
証

引
受

件

数
・
保

証
引

受
金

額
と

も
に

前
年

度
比

で
増

加
し

、
件

数
で

は
初

め
て

１
位

と
な

っ
た

。
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